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審議会等の設置及び運営に関する指針 

１ 趣旨 

  指針   市民 行政          推進  理念 基   執行機関 附属機関（以下 審
議会等」という。）の活性化を図るとともに、公正で透明性の高い開かれた市政の推進に資するため、審議
会等の設置及び運営等に関する必要事項を定めるものとする。 

２ 審議会等の定義及び役割 

審議会等   行政執行 前提   必要  調停（第三者 紛争 当事者間 立  当事者 互
譲    事件 妥当 解決       努力     ） 審査（特定 事項    判定   結論
 導 出       内容   調     ） 審議（執行機関 諮問 応  調 議論 相談   
  ）又 調査（一定 範囲 事項      真実 調     ）等 行 機関         市民
等にとってその設置目的や審議事項等の透明性が高く、かつ、分かりやすいものでなくてはならない。 
（１） 定義 

審議会等  地方自治法第１３８条 ４第３項 規定 基   法律又 条例   設置  
ものとする。なお、審議会等の委員の身分は、地方公務員法第３条に定める非常勤特別職となる。 
審議会等の位置付けやあり方を明確にするために、次に掲げるものとは区別することとする。 

ア 要綱   設置  懇談会等    懇談会等 委員      委嘱及 任命行為     
のとする。（非常勤特別職に該当せず、公務災害の対象にならない。） 
イ 市職員のみを構成員とするもの 
ウ 独任制及び専門委員的な性格のもの 
エ 関係団体の連絡調整を主な目的とする協議会等 
オ 特定      行事等 推進 目的   実行委員会
カ   他  指針 対象      不適当 認      

（２） 役割 
審議会等   行政    新  政策課題等 対処 際   外部 専門的 知識 経験等 
活用     利害関係者 参加   公正  適正 妥当 結論 導  及  市民 参加   広
 民意 反映      機能    行政 機能 補完       大  働  担     

３ 審議会等の設置   

（１） 新設 
法令 規定 基  設置 必要 場合 除  審議会等 新  設置      場合   必
要性を十分に検討し、次に掲げる場合に限り設置するものとする。 
ア 審議事項が既存の審議会等の所掌事項に含まれず、かつ、既存の審議会等の所掌事項とするこ
とが適当でない場合 

    イ 審議事項     市民 関係団体 有識者等  意見等 聴取 必要       個別 意
見等 聴取      不十分 場合

（２） 統合 
  法律     設置 義務付         除  活動実績 審議事項 類似    審議会
等は統合するように努める。 
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（３） 廃止 
     法律     設置 義務付         除  次 掲      設置理由 乏      

て、廃止に努める。 
ア すでに設置目的が達成できたもの 
イ 社会経済情勢の変化等により、設置の必要性が低下したもの 
ウ 過去の開催実績が著  少  形  化        今後 開催見込  少    

     エ 他 行政手段 目的 達成     
（４） 設置期限の設定 

審議会等の所掌事項について設置期間の終期が設定できるものについては、その終期を設定する。 

４ 委員の公募 

   市民等 自発的 参画    審議会等 透明性 高       市民感覚 根   意見 聞  
施策形成段階をより充実させるために、審議会等の一部の委員の選任については、当該審議会等の特性
に応じ、別に定める「審議会等の委員の公募に関する実施基準」に基づき、原則公募 行  

５ 委員の選任 

 審議会等 設置目的及 審議事項 応  幅広 市民 声 聞  開   行政運営 推進    
  広 各界 各層及 各年齢層  委員 選任        
（１） 委員の構成 

ア 男女委員 構成
男女共同参画社会 実現 向  委員 構成比率 男性及 女性      偏     

    男性及 女性 割合 構成員数 ３０     以上      努       次  
ずれかに該当する場合は、この限りでない。 
① 委員数が極端に少ない（５人以下）場合 
② 他に適当な者がいない専門的な知識 経験等 有  者 構成  場合
③ その他特別な事情が認められる場合 

イ 関係団体からの選任 
充 職   同一人物 委員兼務 回避  幅広 意見等 聴取     関係団体  選任

  場合  当該団体 長等特定 者 限   広 構成員 中  推薦 受        
      ウ 利害関係者 選任

公正 審査 審議等 行     調停  利害関係者 委員   選任     適切   
場合 除  幅広 利害関係者  選任     努   
エ 市職員の選任 
   審議会等 市長 諮問 応     性格 ものであり、市職員は事務局として審議会等を補
助  立場        公正 審議等 行    市職員  法令 規定   場合  他特
に必要があると認められる場合を除き、委員に選任しない。 
オ 市議会議員の選任 
市議会     法令 委員等   参画 定    審議会等以外  原則   参画  

い」ことが決定されたことから、原則議員として選任しない。 
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（２） 委員の定数 
    委員の発言機会を確保するとともに、必要に応じて分科会及び部会方式を採用することも考慮し、法

令 規定   場合 又 審議会等 所掌事項 照   特 必要    認    場合 除  
原則２０人以内とする。 

（３） 委員の在任期間 
公正  幅広 意見等 聴取  審議会等 活性化 図    委員 在任期間  原則連続
２期までとする。ただし、当該審議会等において１期以上空いた場合は、その後の再任は妨げない。
   専門的 知識 経験等 有  者 他 適当 者    場合  他特別 事情 認   
る場合は、この限りでない。 

（４） 委員の兼務 
公正  幅広 意見等 聴取    及 委員 職務 十分 果      既 本市 他 審
議会等 委員 委嘱及 任命     者  原則選任        専門的 知識 経験等 
有する者で他に適当な者がいない場合その他特別な事情が認められる場合は、一委員に対して最高
５件程度  兼務        

（５）   他（委員 年齢構成及 地域性配慮）
委員 年齢構成 偏       配慮       必要 応   委員構成 地域性     
配慮する。 

６ 審議会等の運営 

透明性の高 開   審議会等 運営     審議会等 公開 市民  的確 情報提供 努 
      効率的  効果的 開催 図       
（１） 会議の公開  

会議は、別に定める「審議会等の会議の公開に関する実施基準」に基づき、原則公開とする。なお、
公開に際しては、開催日程（公開日程）、開催場所等を事前に周知するようにする。 

（２） 会議録の公開 
会議録  原則公開       当該審議会等 公正  円滑 運営 支障         
     公開  会議録 全部若   一部（発言  委員名 削除等） 又 要旨のいずれに
       他関係資料 公開 非公開等    決定        公開方法 効果的 方法
（市      等）        内容 対  意見 広 求       寄    意見 集約
  会議  反映 見解 公表 行           会議録 全部又 一部 非公開   場
合 豊田市情報公開条例（平成１０年条例第３４号） 規定 基  行       

（３） 分科会・部会方式の活用 
審議事項等 多岐       十分 議論      思   場合 少人数 徹底  議論
 行  要点 十分 整理  うえで全体会議に諮る分科会、又は部会方式の活用を検討する。 

（４） 事前及 事後 意見聴取
委員  十分 意見    会議 出席           必要 応  事前 各委員 協議  
相互 理解 深  協議       整理      会議 開催     努      事後  
    欠席者 会議 内容等 周知 図      各委員 意見 把握 努   

（５） 運営の適正化 
ア 効率的  効果的 会議 開催     各委員   会議 開催  概 1 月前には、次に
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掲げる事項について通知するほか、開催日の概ね１週間前  関係資料 提供   
① 会議の開催日時(開始 終了時間 明確   ) 
② 開催場所 
③ 議題 
④ そのほか必要と認められる事項(開催回数、公開・非公開の別等)  

   イ 会議の開催時間の適正化を図り、飲食については、その時間等に照らして必要最小限のものとする。  

７ 運営状況の把握と分析 

各審議会等       運営 適正 効率的  効果的 行       確認     委員 対
  任期期間中    期間終了後       実施     事務局（所管課）   評価 行  
運営状況の現状把握   改善 努        結果 総務部行政改革推進課長 報告  必要 
場合 協議 上 以後 運営 役立   

８ 設置等に関する合議 

審議会等 設置 廃止      総務部行政改革推進課長  事前協議及 合議 必要    

９ 懇談会等（要綱等により設置する機関）の設置 

懇談会等の委員の選任、運営、適用及び設置等（に伴う合議）については、この指針を準用する。 

10 指針の適用 

この指針は､平成１４年１月１日  適用  （直近 改正 令和２年４月１日）。ただし、委員
の公募又は委員の選任について、現在委員が委嘱又は任命されている審議会等については次の改選期か
ら適用する。また、会議の公開は、「審議会等の会議の公開に関する実施基準」の会議公開の周知方法
   公表      適用      指針 基  見直  不可能 回答    審議会等      
  内容    総務部行政改革推進課長 協議   
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審議会等の委員の公募に関する実施基準 
１ 目的 
  この実施基準は、「審議会等の設置及び運営に関する指針」に基づき、執行機関の附
属機関（以下、「審議会等」という。）の委員を公募するために必要な事項を定め、適
切で円滑な公募委員の選任を図ることを目的とする。 

２ 公募基準 
（１）各審議会等において､一部委員の選任については、当該審議会等の特性に応じて、
原則公募を行う。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 
ア 専門的な事項のみを扱う場合 
イ 利害関係者の処分に関する内容を扱う場合 
ウ 審議会等の設置目的や審議事項等に照らして公募が適さないと認められる場合 

（２）公募人数を設定したうえで公募した結果、その人数を満たさなかったにもかかわ
らず、人数を満たす必要がある場合、関係団体から選任するなど他の方法で委員を
選任することができる。 

３ 応募資格 
  公募により応募できるのは、次に掲げる要件を満たしている者とする。ただし、審
議会等の設置目的及び審議事項等に照らして適さない場合は、この限りでない。 
（１）本市に在住、在勤又は在学する者 
（２）本市の他の審議会等の委員に委嘱及び任命されていない者 

４ 公募方法 
（１）委員の公募において、広く市民に周知するため、市広報紙及び市ホームページに
募集内容を掲載するほか、ケーブルテレビ及びＦＭラジオの市政情報番組、報道機
関への情報提供等、適切な方法をもって行うこととする。 

（２）公募に際しては、前項の方法により、原則募集開始日の概ね２月前には周知を始
め、概ね１月間は募集期間を設ける。 

（３）緊急に委員を公募する場合は、可能な方法により周知することとする。 

５ 周知事項 
  公募に際しては、原則として次に掲げる事項の周知を図ることとする。 
（１）公募する審議会等の名称   
（２）公募趣旨及び審議事項 
（３）応募資格 
（４）募集人数 
（５）募集期間 
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（６）任期 
（７）選考方法（申込み方法） 
（８）選考組織（審査会） 
（９）結果の通知方法 
（10）その他必要と認められる事項 

６ 選考方法 
（１）委員の選考にあたり、公募する審議会等の設置目的及び審議事項等に照らし、次
に掲げる方法のうちから適当と思われる方法で選考することとし、必要に応じて、
年齢構成及び地域性についても選考基準に入れるなどの配慮をする。ただし、公募
する審議会等の設置目的及び審議事項等に照らして適さないと認められる場合は、
この限りでない。 
ア 小論文（作文）による選考 
イ 面接による選考 
ウ 書類による選考 
エ 抽選 
オ 前各項の方法及びその他の方法の併用による選考 

（２）選考作業（審査会）は、募集期間終了後又は面接等の選考会の終了後、原則２週
間以内に行い、委員を決定することとする。 

７ 選考結果の公表 
公平性及び透明性を高めるため、選考結果及び選考理由について、応募者全員に通
知することとする。 

８ 適用 
この実施基準は、各審議会等については、次の改選期から実施する。 
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審議会等の会議の公開に関する実施基準 
１ 目的 
  この実施基準は、「審議会等の設置及び運営に関する指針」に基づき、執行機関の附
属機関（以下、「審議会等」という。）の会議を公開するために必要な事項を定め、公
正で透明性の高い開かれた行政活動を一層推進することを目的とする。 

２ 公開基準 
審議会等の会議は、原則公開とする。ただし、次のいずれかに該当する場合は、会
議の全部又は一部を非公開とすることができる。 
（１）豊田市情報公開条例（平成１０年条例第３４号）第7条各号に定める非公開情報
に該当する内容について審議等を行う場合 

（２）不服申立て、苦情、あっせん及び調停に該当する内容を扱う場合 
（３）公開することにより、公正又は円滑な会議の運営が阻害され、会議の目的が達成
できなくなると認められる場合 

３ 公開の決定 
会議の公開又は非公開の決定は、前記２に定める公開基準に基づき、当該審議会等
が決定することとする。なお、決定した理由は、明らかにしなければならない。 

４ 公開方法 
会議の公開が、傍聴者にとって有意義であり、かつ、会議の円滑な進行に支障をき
たさないようにするために、会議の公開方法は次に掲げるとおりとする。 
（１）会議の公開とは、傍聴を希望する者に当該会議の傍聴を認めることで行うものと
する。 

（２）会議の公開にあたり、必要に応じて傍聴できる人数をあらかじめ設定し、会場に
は傍聴席等を設けるなどの配慮をする。 

（３）公開する会場の選定にあたり、審議事項等に関係する地域での開催、広く市民に
公開したい場合は、巡回による開催等、開催する会場に配慮する。 

（４）会議の開催にあたり、傍聴者にはあらかじめ遵守する事項を周知し、会議が円滑
に行われるようにする。 

（５）公開する会議では、原則傍聴者との意見交換又は質疑応答の時間を設定すること
とし、その時間について、当該会議の冒頭等に傍聴者に周知する。 

５ 会議公開の周知方法 
（１）会議を公開する場合、広く市民に周知するため、市ホームページに公開情報を掲
載するほか、ケーブルテレビ及びＦＭラジオの市政情報番組、報道機関への情報提
供等、適切な方法をもって行うこととする。 
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（２）公開情報の提供は、前項の方法により、当該会議の公開日の概ね 1月前に行う。 
（３）緊急に会議を公開する場合は､可能な方法により周知するよう努める。 

６ 周知事項 
情報提供に際しては、原則として次に掲げる事項の周知を図ることとする。 

（１）公開する審議会等の名称  
（２）開催日時（開始・終了時間も明確にする） 
（３）開催場所 
（４）審議事項（議題） 
（５）傍聴者定員 
（６）募集手続き（申込み方法） 
（７）募集期間 
（８）決定方法（定員が設定されている場合） 
（９）結果の通知方法（定員が設定されている場合） 
（１０）その他必要と認められる事項 

７ 傍聴者の決定方法 
公平性及び透明性を高めるため、傍聴者の定員がある場合で当該傍聴者を決定する
ときは、次に掲げる方法で行うこととする。 
（１）抽選による決定。なお、抽選は原則公開とし、あらかじめ抽選日時及び抽選場所
等を明らかにする。 

（２）先着による決定 

８ 会議録の作成 
審議会等の事務局（所管課）は、会議終了議、会議録をすみやかに作成しなければ
ならない。 


